










（ 続紙 １ ）                             







































































（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
2000年代初頭、韓国政府と日本政府は、直面する国内・国際経済状況に類似性が
あるにもかかわらず、異なる自由貿易協定（FTA）政策を実施していた。その原因は
何か。また、2012年以降、両国のFTA政策は従前と異なる方向に転換するが、その転
換の原因は何か。本論文はこれらを問いとして設定し、両国の政策決定過程に着眼
しつつ、政治制度と行政制度によって規定される権限分布が統治者の指導力に与え
る影響および両国のFTA政策の動向を詳細に比較分析したものである。本論文の筆者
は、先行研究の分析上の欠損を踏まえ、本論文が射程とする２つの分析期間におい
て、日韓両国のFTA政策と制度構造に関わる変化を以下のように析出した。 
韓国の場合、2000年から2012年までの期間（ステージ1）では、自由貿易協定締結
手続規定という大統領訓令に基づいて、大統領直属の機関である通商交渉本部を頂
点とした集権的な交渉制度が確立していたが、2012年から2015年までの期間（ス
テージ2）では、朴槿恵政権の発足とともに政府組織法が改正されたことにより、通
商交渉本部が縮小されて分権的な交渉制度に移行し、省庁間協調がFTA政策の遂行に
おいて重要度を増すようになった。反対に、日本の場合、ステージ1では分権的な四
省共同議長制がとられていたが、ステージ2では官僚内閣制の核心であった事務次官
会議が事実上廃止され、第二次安倍政権の下で内閣官房にTPP（環太平洋経済連携協
定）政府対策本部が設置されるなど、集権的な交渉制度に移行するようになった。
この知見を受けて筆者は、均衡制度の模索という点で、公平性や手続の妥当性を重
視して分権化を進めた韓国と、国際的FTA競争の拡大や国内経済の停滞を背景に政策
の効率性を重視して集権化を図った日本の事案を総合的に考察した。 
上記の分析と考察によって筆者は、大統領制と議院内閣制という統治体制の相違
が政策の相違を創出するという体制論に疑義を呈するだけでなく、政治制度と行政
制度の相互作用によって規定された政策決定者間の権限分布こそがFTA政策の重要な
決定因となっていたことを実証することに成功した。 
ただし、本論文には、制度の輪郭の定義、日韓比較の妥当性の論証、制度選択の
理論化という点に課題が残る一方、FTA相手国との交渉という関係要因を十分に制御
したとは言い難い。しかしながら、既存の政治学制度論の硬直性を批判しつつ、特
定の政策を実行する目的で政治指導者がそれに適した制度を選択するという制度の
内生性を指摘したところは独創的なものとして高く評価できる。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成２８年２月３日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行っ
た結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
